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No. 該当箇所 質問内容 回答 

１ 
実施要領 

４(オ)④ 

企画提案書の副本には参加者名を記

入しないことと記載があるが、企画提

案書内の会社名・ロゴなど参加者が

特定される情報については、マスキン

グ（黒塗り等）する認識で良いか。 

認識のとおりです。 

審査において公正を期すため、企業名を特定でき

る情報について、削除もしくはマスキング（黒塗

り等）をお願いします。 

２ 
実施要領 

５(イ) 

6/27 に予定されている審査会のプレ

ゼンテーションは、栃木県庁など現地

実施（対面）以外にもオンラインでも参

加可能か。 

現地でのプレゼンテーションを想定しています

が、オンライン環境も準備可能です。接続用URL

については、個別に調整します。 

３ 仕様書

4(1)ア 

① a～cについてはいずれかでしょう

か。 

② bについての雇用形態は正社員も

含みますでしょうか。 

③ cについては証拠となる書類を提出

頂く必要はありますでしょうか。もしく

は選考時に口頭での意思確認、シス

テム上での確認でよろしいでしょうか 

①受講対象者はa～cすべてとなります。 

②bについては、非正規雇用及び正規雇用を含みま

す。aおよびcは個人を対象とし就業につながるスキ

ル習熟を目指し、bについては、企業を対象とし、従

業員のキャリアアップにつながるリスキリングへの

活用を想定しています。 

③本県への移住や就職の意向については、申込書

への記入や面談等により意思確認をし、その確認

結果をエビデンスとして提出してもらうことを想定し

ています。なお、県としても、対象者への面談等によ

る意向確認を検討しています。 

４ 仕様書 

4（１）イ 

・講座に日数制限及び受講時間の制

限はありますか。また、あわせて日数

の下限上限があればご教示いただき

たい。 

・動画コンテンツ配信にあたるプラット

フォームに指定・制限等ありますか

（YouTube等も可能となるのか）。あわ

せてオンライン研修実施時のオンライ

ン会議ツール等の指定はありますか。 

・日数に制限はありませんが、本業務として目指す

レベル感を踏まえると、「６ スケジュール」に示した

とおり３～６ヶ月程度（120～240時間程度）の習熟期

間を要すると想定しています。 

・動画コンテンツ配信にYouTube等既存のプラットフ

ォームも活用可能としますが、受講生が講座の概要

や進捗等が把握できるよう専用のWEBページを準

備してもらうことを想定しています。WEB会議ツール

は受講生の使い勝手と目的・用途に応じ選定をお

願いします。 

  



５ 仕様書 

４（１）エ 

受講費に関して支払方法の制限はご

ざいますか。 

制限はありません。支払い方法については、受講生

のニーズを想定し、振り込みやQRコード決済等の

複数の選択肢を準備することが望ましいと考えま

す。 

６ 仕様書 

４（２）オ 

・ポータルサイトのサーバーについて

お伺いいたします。オンプレミス/クラ

ウドの制限、レンタルサーバー事業者

の制限はあるのか、また、バックアッ

プ要件があればご教示いただきたい。 

サーバーの構築に当たっては、適切と思われる要

件にて準備をお願いします。ただし、受講生の個人

情報等を取り扱うこと及びアンケート等の集計やレ

ポート化を想定し、適切なセキュリティレベルやバッ

クアップ要件の設定をお願いします。 

７ 仕様書 

4（３）イ 

事務局・受講者サポート体制におい

て、対応時間帯（9:00～17：30等）や、

対応日（平日のみ等）を設けてもよい

でしょうか。 

設けることは問題ありません。ただし、受講生に対

するサポートの観点から、土日や夜間帯においても

対応が可能な体制であることが望ましいと考えま

す。 

８ 仕様書 

４(４) 

受講対象となる女性が所属する県内

中小企業や移住や就職を考えている

県外の女性に関する広報周知活動に

おける、栃木県の協力体制について

ご教示いただきたい。 

県とつながりのある関係団体等に対するメール

マガジンの配信や県の関連施設（ジョブモールや

移住相談窓口等）におけるチラシの配布、ＨＰへ

の掲載等が想定されますが、プロポーザルでの提

案内容を踏まえ調整予定です。 

９ 仕様書 

４(４） 

「とちぎビジネスAIセンター」webサイト

に記載されている公的機関・支援機

関、AI/IoT関連企業との連携や就労

に関する協力依頼をすることは可能

か。 

「とちぎビジネスAIセンター」Webサイトに記載してい

る公的機関や支援機関は、とちぎビジネスAIセンタ

ー事業における連携先となります。本業務において

連携する場合は、改めて調整が必要です。提案内

容を踏まえ、連携が必要な場合は、対応を検討しま

す。 

10 仕様書 

４(４) 

栃木県から県内メディア・記者クラブ

等への広報依頼は可能か。 

受講生募集等にあたり県内メディア・記者クラブ等

への広報依頼をする予定です。なお、テレビ放映や

新聞掲載については、各社の判断となりますので、

予めご了承ください。 

11 仕様書 

４(４)ア 

配架先の想定箇所数をご教示くださ

い。また追加でチラシが必要になった

際は費用についてはどのようになりま

すでしょうか。 

チラシの配布先候補としては、受講対象となる方が

来訪すると想定される県の関連施設（ジョブモー

ルや移住相談窓口等）等であり、現時点では

2,000枚を超える枚数は想定しておりません。も

し、より効果の見込める追加の配架先がある場

合は、プロポーザルにて提案を受け付けますが、

費用については、今回の委託契約金額の中で対

応をお願いします。 



12 仕様書 

４(４)イ 

・「広報物は、県が校了の判断を～」と

ございますが、校了の回数はどのよう

にお考えでしょうか。（通常の使用です

と 1～3 回程度となります。） 

・「広報物は、印刷物と共に電子デー

タ～」とございますが、電子データにつ

いての納品物において USB・CD-R な

ど指定はございますでしょうか。 

・１～３回程度を想定していますが、状況によっては

増える場合もありますが、必要最低限の校正となる

ようにします。 

・成果物の電子媒体での提出については、「８ 成果

物の提出」に記載のとおり、USBでの提出をお願い

します。なお、チラシ配布時等における提出はメー

ルでの送付等でも差し支えありません。 

13 仕様書 

４(４)イ 

広報に関連してお伺いいたします。

SNSの指定・制限はございますか。ま

た、SNSアカウント作成から事業側で

行うのでしょうか。 

SNSの指定・制限はございません。県で保有してい

るSNSアカウントを活用した広報も想定しております

が、より効果が高いと想定されるSNSアカウントの活

用について提案いただく場合は、受託者側の責任

において、準備していただくとともに、適切な管理を

お願いします。 

 


